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１．再生資源供給サプライチェーンの強靱化
（重要鉱物、金属資源等）



１．（１）再資源化拠点等の構築・ネットワーク形成
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2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ Ṋ

製造業へ
排出

保管

リサイクル

解体・選別

〇投資促進のための多角的な経済的支援スキームの構築（予算面、金融面等）
（制度的措置を含む）
ü

ṕ
Ṗ

ü ṕJICNṖ
 

ü  
ṕ Ṗ

 

ṕ Ṗ  
e-scrapṕ Ṗ
 

 
 

ṕ
Ṗ 

 

ṕ Ṗ

ểḰ
ṕểṖ

投資促進のための多角的な経済的支援スキームの構築①
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１．再生材供給サプライチェーン強靱化に向けた設備投資支援
ü Ị 379 ṕ

Ṗ

２．再生材供給サプライチェーン強靱化に向けた制度的措置や資源循環業に対する投融資
拡大策の検討
ü ṕJICNṖ

ṕJICNṖ

③保証の承諾

ểḰ
ṕểṖ

投資促進のための多角的な経済的支援スキームの構築②【支援策の例】
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Ṯ ṯ

2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ Ṋ

2030

200
/

○高品質な再生材供給に向けた動静脈連携の実証
○AI 等を用いたスクラップ利活用促進技術開発・設備投資

（高度選別等）

AI 等を用いたスクラップ利活用促進技術開発・設備投資支援（高度選別等）

ṕ Ṗ

高品位スクラップの
安定供給確保

ṮAI ṯ

高品質な再生材供給に向けた動静脈連携の実証

ểḰ
ṕểṖ

グリーン鉄生産に向けたメタルリサイクル



8

2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ Ṋ

2030

4

１．AI 等を用いたスクラップ利活用促進技術開発・設備投資（高
度選別等）

２．製造技術高度化に向けた技術開発・設備投資支援（使いこな
し技術の高度化）

１．AI 等を用いたスクラップ利活用促進技術開発・設備投資支援（高度選別等）

２．製造技術高度化に向けた技術開発・設備投資支援

Ṯ選別（高度化）ṯ ＜精錬（高度化）＞Ṯ ṯ

Ṯ ṯ ＜製造工程（高度化）＞

ểḰ
ṕểṖ

低炭素アルミニウム生産に向けたメタルリサイクル
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e-scrap

2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ Ṋ

3
e-scrap

e-scrap

AI
DX GX

100Ṿ

e-scrap e-scrap

〇e-scrap や銅スクラップ等の処理量を増やすための技術開発・
 設備投資
〇国内からの回収に加え、同志国を中心とした海外からの

e-scrap 等の調達多角化

ẑ PIC

我が国の環境・技術面で優れた
製錬施設でリサイクル

ASEAN e-scrap
ẑ ASEAN E-waste/

ẑ

ẑ

ểḰ
ṕểṖ

国産電解銅の再生原料比率の向上に向けたe-scrap 等の処理量増加
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Ṋ

ṕ Ṗ

2030

3

Ṅ

ṕ Ṗ

１．未利用資源等からのレアアース分精製技術開発

２．国内磁石リサイクルのスキーム確立

３．同志国との国際的な磁石リサイクルネットワーク構築
/

ṕ Ṗ

2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ

ṕ Ṗ

永久磁石の資源循環 技術開発 スキーム確立

１．未利用資源等からのレアアース分精製技術開発
２．国内磁石リサイクルのスキーム確立
３．同志国との国際的な磁石リサイクルネットワーク構築

ểḰ
ṕểṖ

永久磁石の安定供給確保に資する資源循環
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Ṋ

2031

ṕ Ṗ

再生材利活用の促進

Å

70Ṿ 95Ṿ
95Ṿ

Å 2030

ểḰ
ṕểṖ

リチウムイオン蓄電池に係る重要鉱物の国内循環システムの構築
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2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ
Ṋ
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( 1 )
ṕ Ễ Ṗ

○循環経済拠点港湾（サーキュラーエコノミーポート）の選
定・整備

ṕ
Ṗ

ểḰ
ṕểṖ

港湾を核とした物流システムの構築による広域的な資源循環の促進



１．（２）動静脈連携（製造業と資源循環産業）
による産業競争力強化



14

2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ
Ṋ

１．認定事業の創出
2025 11
ṕ Ỉ 41 Ṗ ễ

２．認定制度活用の後押し

ễ 100

Ṅ

ễ 100

＜➀事業形態の高度化＞

＜③再資源化工程の高度化＞

ü 質・量の再生材を確保 広域的な分別収
集・再資源化の事業

＜②分離・回収技術の高度化＞

ü 分離・回収技術の高度化に係る施設設置

ü 削減効果を高めるための高効率な設備導入等

ḲAIḲ

Ḳ Ḳ AI IoT

ễ

ểḰ
ṕỄṖ ṕ Ṗ

再資源化事業等高度化法の認定事業による製造業と資源循環業の連携強化
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2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ
Ṋ

1. 容器包装を由来とした高品質な再生プラスチック供給に向けた動静脈連携取組等の促進

ṕ Ṗ

2. 改正資源有効利用促進法に基づく再生材の需要創出及び環境配慮設計の促進

Ị Ệ

10

【動静脈連携取組の促進】

１．容器包装由来の高品質な再生プラス
チック供給拡大

２．改正資源有効利用促進法に基づく再生
材の需要創出、環境配慮設計の促進

ṕPET Ṗ

再生プラスチック等の需要拡大に向けた支援・ルール整備
ểḰ
ṕỄṖ ṕ Ṗ
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2026 2027 2028 2029 2030 2031 Ṍ

ṕFS Ṗ

ṕ2024 11 Ṗ

ṕ2026 3 Ṗ
１. 再生プラスチック集約拠点構築推進事業

２. 再生プラスチック利用促進事業

ṕ Ṗ
ṕ Ṗ

ṕAI Ṗ

FS /ṕ Ṗ

Ṋ

ẑ

2030 2.1 t/
2041 20 t/

フェーズⅠ
フェーズⅡ フェーズⅢ

ṕ Ṗ

ṕ Ṗ /

ṕ Ṗ

ẑ ṕ2026 3 Ṗ

ẑ ṕVer.04 Ṗ ṕ2026 3 Ṗ

ṇ

自動車等向け再生プラスチック市場構築推進事業
ểḰ
ṕỄṖ ṕ Ṗ
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2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ

Ṋ

CMP

RMP

1.CMP (Chemical and Circular Management Platform) の実装
ṕ REACH

Ṗ

2.RMP (Recycle Management Platform) の構築・実装

3.特定製品や素材、サービス等を対象としたユースケース創出

ṕ Ṗ

/ /

/

/

製造業・資源循環産業におけるデータ共有促進に向けたサーキュラーエコノミー
情報流通プラットフォームの構築

ểḰ
ṕỄṖ ṕ Ṗ
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2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ

Ṋ

動静脈連携の強化が不可欠
CPỸ 産官学の連携 担い手
のネットワーキング、具体的なプロジェクト組成とその社会実装・市
場拡大

製品設
計、回収・選別、再生プロセスに至る最適化、地域循環モデルの
構築を 取組の効果の可視化・評価ツールの高度化

企業内人材の育成や普及啓発 消費者の理
解・受容性向上 地方や中小企業へ
展開

情報流通プラットフォーム構築

国際連携プロジェクトの組成や国際標準化

CPỸ

会員数：840 者

業界団体

大学・研究機関

関係機関・関係団体

自治体

企業 685 社

38 団体

33 自治体

28 機関

56 機関

ẑ20263 1

ẑ

地域循環モデル
構築WG

国際連携・標準化
WG

CE情報流通PF
構築WG

CE戦略推進
コミッティ

ṕ Ṗ

広報・啓発活動

ểḰ
ṕỄṖ ṕ Ṗ

産官学連携によるサーキュラーエコノミーの加速化



19

ṕ SIP Ṗ

Ṍ2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ

CE

・サブ課題A データ基盤システム・ルール形成
ṕPLA-NETJṖ

・サブ課題B 再生材原料供給システム
Ṋ Ṋ Ṋ

・サブ課題C 再生材活用技術開発

PP

Ṋ

AI

データ活用による
再生材の品質向上

再生材物性・
トレーサビリティ情報インプット

信頼性のある再生材への
アクセス向上、再生材を活
用した製品開発の加速

再生材を利用した自動車、家電部品
開発の早期・技術的課題の解決

循環配慮製品の提供

産学官連携による資源回収システムの確立
地域資源循環の促進、安定的な再生材供給網構築

プラスチックに着目したサーキュラーエコノミーシステム構築に係る研究開発実証
（SIP 第３期「サーキュラーエコノミーシステムの構築」課題）ểḰ

ṕỄṖ ṕ Ṗ
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2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ

Ṋ

AIú DX

AI DX

AI

2030

FS

AI AI
( 8 ễ )

1

1. 廃棄物・資源循環分野のDX/AI 技術の活用促進
AI

２.廃棄物・資源循環分野のフィジカルAI 技術の開発
VLMṕ Ṗ

VLA
AIú DX

AI

VLA (Vision Language 

Action)

VLM (Vision Language 

Model)

〇技術開発

〇受容性向上 ẑ

廃棄物・資源循環分野におけるDX/ フィジカルAI の活用
ểḰ
ṕỄṖ ṕ Ṗ
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2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ
Ṋ

１.資源循環分野における高度人材育成・確保

２.資源循環産業の担い手確保
育成就労 特定技能

資源循環分野を支える人材の育成・確保

高度な技術の実装技能研修等

資源循環分野における担い手・人材確保
ểḰ
ṕỄṖ ṕ Ṗ



１．（３）循環資源の海外流出の抑制
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2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ
Ṋ

2027

1.スクラップヤード事業の許可制度導入・開始に向けた調査・分析

2.スクラップヤード事業者が遵守すべき基準の策定

３.制度開始後のフォローアップ

４.特定使用済物品への輸出確認対象の拡大

ṇ

ṇ

環境保全措置を講じないスクラップヤードを事業か
ら撤退させる。
→公正な競争環境を整備する。
→不適正な輸出の抑止にもつなげる。

不適正スクラップヤードへの規制強化に向けた制度構築
ểḰ
ṕễṖ
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不法事案の
分析

2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ
Ṋ

①再生資源の不適正な輸出の傾向分析

②バーゼル法の適用の明確化

③不適正な輸出に対する水際対策の強化

④循環資源の海外流出抑制策の更なる検討

ṕREsourceEU Ṗ

バーゼル法対象物・
該否判断基準の明確化

環境省、経済産業省、財務省等で情報共有、
連携体制の強化

経済産業省
環境省

分析結果の共有
関係機関へ共有

事業者への周知徹底

金属スクラップ等の国内資源循環促進のための海外流出抑制策、
水際対策、バーゼル法運用強化

ểḰ
ṕễṖ



１．（４）一般消費者等の再生材の受容性向上と
需要拡大に向けた環境整備
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2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ
Ṋ

1. 容器包装を由来とした高品質な再生プラスチック供給に向けた動静脈連携取組等の促進

ṕ Ṗ

2. 改正資源有効利用促進法に基づく再生材の需要創出及び環境配慮設計の促進

8 4

10

【動静脈連携取組の促進】

１．容器包装由来の高品質な再生プラス
チック供給拡大

２．改正資源有効利用促進法に基づく再生
材の需要創出、環境配慮設計の促進

ṕPET Ṗ

再生プラスチック等の需給拡大に向けた支援・ルール整備【再掲】
ểḰ
ṕỆṖ
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ṕ2024Ṍ2030 Ṗ

2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ
Ṋ

Ṇ
2000

ṕ 12 Ṗ
ṕ 12 100 Ṗ

Ṇ2030
再生プラスチック利用率等の循環性基準を

導入。ṕ2024 Ṗ 改正資源有効利用促
進法 Ị

Ṇ エコマーク等の第三者機関によ
る環境ラベルを活用。

Ṇ

地方公共団体や民間部門を含めた需要拡大につなげる。

Ṇ
Ṇ
Ṇ  
(ẑ17 138 )

ẑ

Ị 27

政府調達における循環性基準の導入によるマーケットの創出支援
ểḰ
ṕỆṖ
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2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ

Ṋ

動静脈連携の強化が不可欠
CPỸ 産官学の連携 担い手
のネットワーキング、具体的なプロジェクト組成とその社会実装・市
場拡大

製品設
計、回収・選別、再生プロセスに至る最適化、地域循環モデルの
構築を 取組の効果の可視化・評価ツールの高度化

企業内人材の育成や普及啓発 消費者の理
解・受容性向上 地方や中小企業へ
展開

情報流通プラットフォーム構築

国際連携プロジェクトの組成や国際標準化

CPỸ

会員数：840 者

業界団体

大学・研究機関

関係機関・関係団体

自治体

企業 685 社

38 団体

33 自治体

28 機関

56 機関

ẑ20263 1

ẑ

地域循環モデル
構築WG

国際連携・標準化
WG

CE情報流通PF
構築WG

CE戦略推進
コミッティ

ṕ Ṗ

広報・啓発活動

産官学連携によるサーキュラーエコノミーの加速化【再掲】
ểḰ
ṕỆṖ
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2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ
Ṋ

CE

CE

CE 使用済み製品の回収とその後の
再利用の高度化に向けたメーカーとの連携 アパレル分
野でのリユース実証を通じて回収・再利用のモデル構築とデータ活用
による価値向上 今後は家電等の分野への展開

広
報・啓発 優良事業者の可視化 公的機関によるCEコマースサービ
スの利用促進

CE

CE

Ṍ

CE

CE

CEコマース事業の推進
ểḰ
ṕỆṖ



１．（５）社会的課題への対応
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2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ

2030

多量の事業用太陽電池の廃棄をしようとする
者（太陽光発電事業者等）に国が定める判断基準に基
づくリサイクルの実施に向けた取組を義務付け
費用効率的なリサイクル事業の計画を国が認定する制度
を創設し、都道府県ごとの廃棄物処理法の許可を不要と
する等の措置を講ずる。

リサイクル費用の低減・体制整備
太陽光パネルの廃棄に関

係する幅広い者へのリサイクルを義務化するために必要な
環境整備

Ṋ

221 ể

Ḳ

Ḳ

0

10

20

30

40

50

2025 2030 2035 2040 2045 2050

ỹ

太陽光パネルの排出量予測

アルミリサイクル

ガラスリサイクル

金属リサイクル

太陽光パネルのリサイクルフロー

太陽光パネルのリサイクルの推進
ểḰ
ṕệṖ
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¸ ḭ ḭ ḭ
ḱ

︡ לּ ︣ ṕ
Ṗ

¸ צּ ṕ Ṗ שּ
וֹ ṕוֹ ḱ ḭ ḱ

Ṗ
β ה │ ≡─ ─ ╩⇔╟℮≤∆╢ ⅜
β ─ ─√╘─ ⌐≈™≡╙ ╩ ה

¸

︣

¸ צּ ︡ḭ
פֿ ︣ ḭ

¸ ḱ  
βꜞ◘▬◒ꜟ ─ ה

─ ⌐ ∆╢
─ ה ╩

ḱ ︣
¸

¸ ︣

︡ וֹ ṕ Ṗ
¸ ḭ
︡ ḭ ךּ ︣ ︡

וֹ ︡ḭ ︡

ṇ

פּ ể Ỉּפ

太陽電池廃棄物の再資源化等の推進に関する法律案概要
ểḰ
ṕệṖ
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2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ
Ṋ

回
収・再資源化の促進も重要。

１．資源有効利用促進法に基づく製造事業者等が実施すべき指定再資
源化製品の自主回収・再資源化の促進

２．廃棄物処理施設への高度選別機・検知設備の導入支援
ṕ

Ṗ

３．再資源化に係る技術開発及び設備導入支援

４．地方公共団体における利便性の高い分別回収体制の実証等を通じた構築支援

ẑ

「リチウムイオン電池総合対策パッケージ」に基づく、分別回収の徹底や
再資源化の促進 ểḰ

ṕệṖ



２．日本をハブとする国際資源循環
ネットワークの構築化
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2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ
Ṋ

Åe-scrap

Å  ASEAN E-waste/

PIC
ṕ Ṗ

ASEAN EU

Å ṕAZECṖ

ASEAN EU

ẑ

重要鉱物等リサイクルに関する同志国連携

ỄḰ  
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Å 重要鉱物等の安定的確保に向けて、マルチ、バイの枠組みで同志国による国際連携が動き出している。

Å ṕe-scrapṖ
二次資源の確保が位置づけ

Å 国際的な資源循環ネットワークを構築
日本がハブとして役割を発揮

日̧ASEAN サミット 重要鉱物・e-waste 循環パートナーシップ
が歓迎 ṕ2023 ị Ṗ

¸

e- waste 回収等の法令整備を支援 民間
連携・投資促進

¸ e-scrap を日本でリサイクルする国際資
源循環体制

バ̧ッテリーを含む使用済自動車が追加ṕ2025 ị Ṗ

ASEAN

2̧024 日米の政策対話を通じた重要鉱物の循環性に関
する協力強化 ị 日米の
二国間協力ṕ Ṗ 第三国連
携ṕASEANṖ e-scrap 輸出入に係る国際ルール形成

2̧025 10 日米首脳会談において合意された重要鉱物等に関する
文書に、リサイクルに関する協力

2̧026 2 重要鉱物閣僚会合を開催
(

FORGE( )
)

米国

Ģ7サミット 重要鉱物行動計画 ṕ2025 Ỉ Ṗ

¸ G7
リサイクルの多角化、国内実施

リサイクル、代替製品、循環経
済

Ģ7 ṕ2025 12 Ṗ 重要鉱物サプ
ライチェーンの多様化とリスク低減に向けた協力

G7

ク̧アッド外相会合 重要鉱物イニシアティブ
ṕ2025 ỉ Ṗ

¸ e-
waste からの重要鉱物のリカバリーと再加工 民間セ
クターと協力して投資の増加を促進

¸ 将来的には
ASEAN との連携も検討

クアッド（日米豪印）

【参考】重要鉱物等リサイクルに関する同志国連携（世界・日本の状況）

ỄḰ  
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2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ
Ṋ

Å 2023 ASEAN 2025
ṕE-wasteṖ

ṕELVṖ  ASEAN 
ṕARCPEECṖ ASEAN

ṕE-waste Ṗ

ASEAN

Å E-waste
 ệ ṕ

Ṗ

Å EV
ASEAN

e-scrap
2030

50 ṕ2020 5
Ṗ

ASEAN
E-waste

前処理・中間処理

製錬再生金属を製品に
使用・輸出

e-scrap

バッテリー

E-waste

自動車・バッテリー

ELV
ELV

東南アジアで電気・電子
廃棄物、使用済自動車の

発生が増加

37

ASEAN 主要国におけるE-waste/ バッテリーの回収や適正解体、リサイクル等
に関する法令整備、民間連携等の支援 ỄḰ  
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Â 電気・電子機器廃棄物ṕe- waste Ṗの回収・処理等に関する法令整備が不十分
インフォーマルセクター等による不適正な処理やリサイクルによる環境汚染ṕẑṖ
ṕẑṖ

ÂASEAN e-waste 2016

5)e-waste 3) 4)

Ḳe-waste

Ḳe-waste

ASEAN と日本におけるe-waste 発生量1)
ASEAN のe-waste 関連法令・規則の整備状況

（2024 年時点）2)

1) Unitar ,  ºThe Global E -waste Monitor 2024º
2) Unitar , ºThe Global E -waste Monitor 2024º

3) JICA: Information collection and confirmation survey 
on E-waste management in Malaysia and neighboring 
countries (2014)
4) Sukandar : E -waste disposal & health safety in 3R of E -
waste (2009)
5) NIES: International resource circularity of E -waste,  
Nies Research Booklet No.57 (2015)

0

100

200

300

400

500

2016 2018 2020 2022

ḲASEAN
Ḳ

436 万トン

317 万トン

253

357 万トン

258

397 万トン

261
264

( 万t)

【参考①】ASEAN 主要国におけるE-waste/ バッテリーの回収や適正解体、
 リサイクル等に関する法令整備、民間連携等の支援ỄḰ  
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Â ︡ e-waste ḭנּ ṕ Ṗ

高度かつ環境上適正な製錬施設で回収・リサイクル ṕOECD ệ
) 処理量のうち4割強が輸入由来ṕ Ỉ Ṗ

Â EU OECD
ṕẑṖ 今後、EUからの電子スクラップ（e-scrap ）等の域外への輸出が厳

格化される

ṕẑṖ OECD
2022 e-waste OECD

ṕ OECD Ṗ

e- scrap Ḳ

(All Right Consultant &Development Co. ḭ Ltd.)

e-waste

(UNU and UNITAR)

Total
8.5

אל e-scrap* 8)

* ḱ ︡

3.2

2.1

(ASEAN )
1.8

0.7

/

11.2
8.5

Total
19.7

8) ḭ (2022) ḭ שּ

ASEAN
0.7

39

【参考②】ASEAN 主要国におけるE-waste/ バッテリーの回収や適正解体、
 リサイクル等に関する法令整備、民間連携等の支援ỄḰ  



40

Å 2025 年９月の日ASEAN 環境気候変動閣僚級対話において、「e-waste 、ELV及び重要鉱物に関する 資源循環
パートナーシップ（ARCPEEC）」に合意。E-waste に加え、バッテリーを含む使用済自動車(ELV) に対象を拡大。

Å e-waste 、及びバッテリーを含むELV

前処理・中間処理

製錬
再生金属等

e-scrap

バッテリー

E-waste

自動車・バッテリー

環境上適正な廃棄物管理の整備、民間企業の連携促進を通じ、電
気電子廃棄物、及びELV等からの重要金属等のリサイクルを強化し、

パートナー国における脱炭素化を促進する

ṕ Ṗṕ Ṗ

e-waste ḭELV

ASEAN וֹףּ ṕ ḭ ḭ ḭEPRẑ Ṗ
ḱ Ḯלּ ḱ ḱ
ḭ ṇ ṇ ︣ Ḯ

︣ Ḯ
ḭ Ḯלּ ḭ ︡

ṇ ︣ Ḯ

︣ Ḯ
Ḳ ḭ ḭ

１

２

３

想定される協力内容

【参考③】重要鉱物等リサイクルに関する同志国連携（e-waste 、ELV及び
重要鉱物に関する資源循環パートナーシップ） ỄḰ  
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2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ
Ṋ

2027
2028

１．事前通告・同意回答手続（PIC 手続）の効率化及び電子化
Å

ṕPIC
Ṗ ể

Å 2025 ể e-waste

Å PIC ể
ể

２．同志国間における輸出入手続の合理化
Å

Å

( )

ṕ
Ṗ

１．事前通告・同意回答手続（PIC 手続）の効率化及び電子化

２．同志国間における輸出入手続の合理化

事前通告・同意回答手続（PIC 手続）の効率化及び電子化

バーゼル条約に基づく輸出入手続等円滑化事業

ỄḰ  



３．地域循環資源の徹底活用による地域活性化
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2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ

Ṋ

1．自治体CE診断・ビジョン作成

 
2026 ể Ễ

2．循環型ビジネスモデル実証事業

2026 ể Ễ

ṕ2025 Ṗ
CE 43 15

Ḳ
14

ṕ2025Ṍ2027 Ṗ

2026

地域の資源循環ビジネスの創出等のための伴走支援

ễḰ
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2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ
Ṋ

１．地域資源の活用に向けた調査・モデル実証事業

 

SAF

２．地域資源の活用に向けた再資源化のための技術実証・設備導入支援

・複合系
・土石系
・化石系
・バイオマス系

重点分野

再資源化が困難な地域資源の再資源化を推進するための
技術実証・設備導入支援等 ễḰ
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2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ
Ṋ

ṕ2030 Ṗ

Ẇ

脱炭素先行地域等の実現と横展開
2030

Ẇ

ṕ Ṗ

廃棄物や未利用資源などの国内資源を活用した地域脱炭素の推進

ễḰ
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2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ
Ṋ

市町村等のリサイクル推進施設整備の支援

Ṇ  

ṕ Ṗ

Ṇ  
ṕ Ṗ

リサイクル推進施設設備の例

循環型社会形成推進交付金

ễḰ
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2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ

Ṋ

Ẇ

Ẇ

Ẇ

企業版ふるさと納税

Ṯ ṯ

Ṅ

○地域未来交付金

○企業版ふるさと納税

Ễ

○地方創生人材支援制度

Ị

※その他関連施策

Ẇ

Ẇ

地方創生人材支援制度

Ṯ ṯ 

地方創生の取組事例（支援事例）

Ẇ ( )

地域未来交付金等による地方公共団体の取組支援

ễḰ
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2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ
Ṋ

 10,000 

10,000
ṕ

Ṗ

Ḳ95Ṿṕ2025
Ṍ2029 Ṗ

地域金融機関による融資
ṕ Ṗ

公費による助成額

国費 地方費

ṕ Ṗ

＜事業スキーム＞

＜事業実施例＞

Ẇ ṕ Ṗ
1/2

2/3 3/4
ṕ Ṗ3/4

Ẇ
3,000

5,500

＜交付率・助成上限額＞

＜対象事業＞
ṕ Ṗ

ṕ Ṗ

ṕ Ṗ ṕ Ṗ

Ẇ
 

ローカル10,000 プロジェクト（地域経済循環創造事業交付金）

ễḰ
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2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ
Ṋ

ẓ4.6

ẓ600

ẓ50%

１．リユース業の信頼性向上

２．リユースに触れる機会の拡充

３．リユース需要の喚起

４．リユース促進に向けた基盤づくり
Ṅ

適正なリユース市場の規模拡大に向けた施策パッケージ

ễḰ
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2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ

Ṋ

農林漁業循環経済地域のイメージ

農山漁村の地域資源

 ṕ  Ṗ

ṕ Ṗ

ṕ Ṗ

 ṕ Ṗ

農地・農林漁業関連施設等

ṕ Ṗ

 

バイオ関連プラント等

ṕ Ṗ

( )

BDF

農山漁村における
資源・エネルギーの

地域内循環

１．農林漁業循環経済先導地域づくりの推進 
    

 

２．農林漁業循環経済先導地域づくりに向けた
施設整備等

  
ṕ :

 
 
 (VEMS) Ṗ

2030
全国で100 件創出

資源・エネルギーの
地域内循環

   市町村等による、
農林漁業循環経済先導
計画の策定や、
地域内循環利用施設の整備 

ṕ Ḳ Ṗ
の取組を関連予算で推進

地域の未利用資源等を活用した農林漁業循環経済地域づくりに向けた支援

ễḰ
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2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ
Ṋ

Ṯ ṯ

Ṯ ẑṯ

１．中高層建築物等への木材利用の拡大

CLT

２．木質系新素材の技術開発・実装

育てる

植える

収穫する

森林資源の循環利用の確立
製造・利用

中高層建築物への木材利用の拡大改質リグニン等の新素材開発・実装
ṕ Ṗṕ Ṗ

2600 m3

ẑ Ỉ

CO2

CO2

ṕR6 1,800 Ỳ3Ṗ

中高層等の木造建築の推進や木質系新素材の技術開発を通じた
森林資源の循環利用の確立 ễḰ
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2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ

Ṋ

Ӹ

Ẇ

15Ṿ(2035 )

Ẇ
95

ṕ2023 Ṗἲ100
ṕ2035 Ṗ

住戸面積

【長期優良住宅における主な要件】 長期優良住宅の主な「認定基準」

【空き家の活用】

ṕ Ṗ

１．長期優良住宅の普及･促進

Ẇ 
ẑ

Ṯ ṯ2025 ễ 174

ẑ

Ẇ 2026

２．改正空家法に基づく取組等による空家の適切な管理・活用の推進

Ẇ ṕ ệ 12 Ṗ

長く使える住宅ストックの形成・空き家の管理や活用の推進

ễḰ
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2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ
Ṋ

Ṯ ṯ

１．建設発生土の有効利用促進

２．建設廃棄物のリサイクル推進

CO2

建設リサイクルの高度化

ễḰ
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2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ
Ṋ

ṕ Ṗ

１．予防保全型メンテナンスへの早期転換

インフラの老朽化は加速度的に進行

「予防保全型」のインフラメンテナンスへの早期転換

２．「地域インフラ群再生戦略マネジメント」の推進

既存の行政区域に拘らない広域的な視
点で、複数・多分野のインフラを「群」として捉え、マネジ
メントを行う「地域インフラ群再生戦略マネジメント（群
マネ）」

インフラ長寿命化の推進

ễḰ
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2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ
Ṋ

/

Ẇ EV ṕ
Ṗ

Ẇ 

商用電動車を利用した再エネ地産地消モデルの推進

ễḰ
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2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ

Ṋ

Ẃ

CLT

1 9

2050

１．優良な木造建築プロジェクトへの支援

２．担い手の育成及び情報提供

中大規模建築物における木材利用の促進

ễḰ
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2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ
Ṋ

 
2023  15% 
ẓ 2030  30%

2013  25%
ẓ 2030  45%

１．下水汚泥資源の肥料利用の推進

２．下水汚泥資源のエネルギー利用の推進

ICT AI

B-DASH

AI

ICT AI

B-DASH

AI

汚泥消化タンク

消化ガス発電

≪肥料利用例（コンポスト化）≫ ≪エネルギー利用例≫

消化ガス

下水汚泥資源の有効利用の推進

ễḰ
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2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ
Ṋ

１.食品ロス削減推進事業

事業者等 AI

2026

自治体

消費者 mottECO
Ṯ2023 ṯ

233 ṕ50% 17 Ṗ
231 ṕ60% 12 Ṗ

２.食品リサイクル促進事業

ṕ2000
2030 Ṗ

50%
60%

(2029 Ṗ
95%
75% 65%

50%

mottECOṕ
Ṗ

NPO

食品ロス削減推進・食品リサイクル促進事業

ễḰ
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2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ
Ṋ

FEED
ṕ Ṗ SAFEPCṕ Ṗ

ẇGX
SAF

SAF
SAF

ẇ SAF 22
SAF

SAF
SAF

ẇSAF

2030
SAF

10% SAF

2030 SAF

SAF

持続可能な航空燃料（SAF）の製造・供給体制構築支援事業

ễḰ
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2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ Ṋ

1.  SAF

2.  SAF

2030

10%  SAF 

2050

SAF

Scope3
Certificate

CO2

SAF

２．国内空港におけるSAF
利用の可視化

１．国産SAFの国際
認証取得

Ḳ

SAF

ICAO WG5
ẓ CORSIA

ẑ

A
B

C

ẑ

CO2 SAF

主な取組
１．国産SAFの国際認証取得

SAF CORSIA SAF

２．国内空港におけるSAF利用の可視化
SAF SAF CO2

SAF CO2
SAF

R8
ṕScope3Ṗ

SAF
SAF SAF Scope 3

SAFの導入促進

ễḰ
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2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ
Ṋ

１．調査・実証事業（脱炭素型循環経済システム構築促進事業）
SAF BDF CO2

２．原料回収に係る促進事業（地域資源の徹底活用に向けた資
源循環加速化事業）

SAF

SAF

SAFṕ Ṗ

SAFの供給拡大に向けた資源循環の促進

ễḰ
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2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ
Ṋ

サステナブルファッション推進に向けた取組
2030

2020 25Ṿ
2026 ễ

Å

Å

Å

Å

Å

Å

2030

2020
25Ṿ

サステナブルファッションの推進

ễḰ
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2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ

Ṋ

ṕ 2023 5.5%
2030 6.6Ṍ7.1Ṿ Ṗ

１．自治体支援

２．紙おむつリサイクルに関する情報提供
Ị Ệ

３．リサイクル技術開発や設備導入への支援

2030

150

×

自治体支援 情報提供
設備導入等

の支援

ễ

150

ễḰ

使用済紙おむつリサイクルの推進



４．資源循環分野の国際ルール形成
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資源循環分野の情報開示スキーム及び循環性指標の国際ルール形成

2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ
Ṋ

GCPver1.0

TCFD TNFD

ṕ BRIDGE Ṗ

1. 企業の資源循環分野の評価・情報開示スキームの確立
WBCSDṕ Ṗ

ṕGCPṖ

2．循環性指標の標準化戦略の立案と推進

３．投融資ガイダンスによる資源循環分野への投資促進支援
GCP

1．資源循環分野の
情報開示スキームの開発

2．循環性指標の
標準化戦略の立案

3．国際ルール形成に向けた活動

GCPver2.0

指標ロングリスト
VC

重要指標の特定

環境
負荷
削減
効果

開示フレー
ムワーク
4

報告範囲
Scope

A,B,C,D

G7 COP ISO

Ṯ ṯ

Ṯ ṯ

ỆḰ
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ỆḰ

2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ

Ṋ

会員数：840 者

業界団体

大学・研究機関

関係機関・関係団体

自治体

企業 685 社

38 団体

33 自治体

28 機関

56 機関

ẑ

地域循環モデル
構築WG

国際連携・標準化
WG

CE情報流通PF
構築WG

CE戦略推進
コミッティ

ṕ Ṗ

広報・啓発活動

動静脈連携の強化が不可欠
CPỸ 産官学の連携 担い手
のネットワーキング、具体的なプロジェクト組成とその社会実装・市
場拡大

製品設
計、回収・選別、再生プロセスに至る最適化、地域循環モデルの
構築を 取組の効果の可視化・評価ツールの高度化

企業内人材の育成や普及啓発 消費者の理
解・受容性向上 地方や中小企業へ
展開

情報流通プラットフォーム構築

国際連携プロジェクトの組成や国際標準化

CPỸ

産官学連携によるサーキュラーエコノミーの加速化【再掲】



５．循環経済を国民運動に
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2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ

Ṋ

1. 循環経済に関する日本の取組事例の収集と国内外への

発信・共有

Å

Å

Å

２.循環経済促進に向けた対話の場の設定／

循環経済に関する情報共有やネットワーク形成

Å

Å

Å

官民対話 ビジネス交流会

情報発信

ṕJ4CEṖ

ḲJapan Partnership for Circular Economy

Ḳ

Ḳ213 22  235ṕ2026 4 Ṗ

/

循環経済パートナーシップ（J4CE）

ệḰ
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2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ

Ṋ

会員数：840 者

業界団体

大学・研究機関

関係機関・関係団体

自治体

企業 685 社

38 団体

33 自治体

28 機関

56 機関

ẑ

地域循環モデル
構築WG

国際連携・標準化
WG

CE情報流通PF
構築WG

CE戦略推進
コミッティ

ṕ Ṗ

広報・啓発活動

動静脈連携の強化が不可欠
CPỸ 産官学の連携 担い手
のネットワーキング、具体的なプロジェクト組成とその社会実装・市
場拡大

製品設
計、回収・選別、再生プロセスに至る最適化、地域循環モデルの
構築を 取組の効果の可視化・評価ツールの高度化

企業内人材の育成や普及啓発 消費者の理
解・受容性向上 地方や中小企業へ
展開

情報流通プラットフォーム構築

国際連携プロジェクトの組成や国際標準化

CPỸ

ệḰ

産官学連携によるサーキュラーエコノミーの加速化【再掲】
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2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ
Ṋ

ỉ

資源循環自治体フォーラム等を通じた資源循環ビジネス
創出支援

ỉ
Ṅ

Ṅ

ṕ2025 Ṗ

2,250

新規ビジネスの創出

ỉ

マッチング

 

 

ệḰ

資源循環自治体フォーラムの実施による地域における資源循環基盤の強化
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2026 2027 2028 2029 2030 Ṍ
Ṋ

ỄỂỄỉ

「P-FACTS」（ピーファクツ）

GREENúEXPO 2027ṕỄỂỄỉ
Ṗ

2025 ễ ểḰỄḰ

１．「着る循環」の社会実証
ể
¬Plant -First( )º

ẓ ẓ ẓ

２．仮設建築物への「GREENサーキュラー建築」の実装
GX Houseṕ Ṗ

３．政府ブースにおける展示・イベントの実施

Ṯ Ḳ HPṯ

GX House イメージパース

Ṯ Ḳṕ ṖỄỂỄỉ

2024 10 ể ṯ

サステナブルファッション

Ṯ ḲỄỂỄỉ

ṕ Ệ Ṗ ṯ

バイオガスからの水素製造

の取組を紹介

ệḰ

「GREEN×EXPO 2027 」の会場での資源循環の取組と情報発信
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